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審議会等の会議録 

会議の名称 平成２６年度第１回座間市地域保健福祉サービス推進委員会 

開 催 日 時 平成２６年８月２５日（月）午後６時～８時 

開 催 場 所 座間市役所４階４－２・３会議室 

出 席 者 

（委員） 

出席：中川正行委員、加藤興和委員、大友奉委員、島村利明委員、 

田中誠一委員、久保田芳洋委員、佐久間志保子委員、 

佐藤節子委員、城条洋子委員、北原稔委員、稲垣文野委員、 

長谷川昌夫委員 

欠席：米澤弘明委員、今津武委員 

（市） 

健康部長、介護保険課長、保険係長、 

福祉部長、福祉部次長兼生活援護課長、福祉長寿課長、 

福祉長寿課５人（うち事務局３人）、障がい福祉課長、 

障がい福祉係長 

事 務 局 福祉長寿課 

公開の可否 ☑公開  □一部公開  □非公開 傍聴人数 １人 

非公開・一部 

公開とした理由 

 

議   題 

⑴ 座間市高齢者保健福祉計画・第６期介護保険事業計画の策定につい

て 

・ アンケート結果の報告について 

⑵ 座間市障害者計画・第四期障害福祉計画の策定について 

・ アンケート結果の報告について 

⑶ その他 

資料の名称 

⑴ 資料１ ⑴ アンケート調査結果の意識・意向からみた課題 

⑵ 資料２ 座間市高齢者保健福祉計画・第５期介護保険事業計画施

策・事業進捗シート（振り返り） 

⑶ 資料２追加 介護老人福祉施設の整備について 

⑷ 座間市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定に係る基礎調査

報告書 

⑸ 資料３ 介護保険制度について 

⑹ 障害者数の推計（手帳所持者数 各年４月１日現在） 
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⑺ 経過報告資料 アンケート結果の概要と障害福祉の課題 

⑻ 経過報告資料 座間市障がい福祉の課題 

⑼ 平成２５年度座間市障害者計画及び障害者福祉計画策定に係る意識

調査委託 報告書 

⑽ 計画の改定スケジュール 

⑾ 委員意見用紙 

⑿ 生活困窮者自立支援制度について 

会議の内容 

（事務局）平成２６年度第１回座間市地域保健福祉サービス推進委員会

を開催します。 

初めに担当部長の髙面より御挨拶を申し上げます。 

≪福祉部長あいさつ≫ 

（事務局）ありがとうございました。それでは、議事に入る前に、何点

か御許可いただきたいと存じます。 

まず、本日は傍聴を希望される方が１人おりますので、入出の許可

をいただきたいと存じます。 

また、両計画の委託業者の入室を御許可いただくとともに、委員の

御意見等をまとめるために録音機を使用することを御許可いただきた

いと存じます。 

以上、３点につきまして、協働まちづくり条例施行規則第７条第２

項及び第４項第２号に基づき、審議会の長の許可を受けることとされ

ておりますので、御許可いただけますでしょうか。 

（会長）異議のある方はいらっしゃいますか。 

≪異議なし≫ 

それでは、異議なしと認め、傍聴人及び委託業者の入室と委託業者

の録音機の使用を許可します。 

≪傍聴人及び委託業者入場≫ 

（事務局）ありがとうございます。ここで委員出席状況について報告し

ます。本日２人の委員が欠席ですが、過半数の出席をいただいており

ますので、本委員会規則第５条第２項の規定により、本会が成立する

ことを御報告します。 

それでは、議事の進行につきましては会長にお願いします。 

（会長）はい。それでは、議事に移ります。議事の進行に御協力をお願

いします。 

「⑴ 座間市高齢者保健福祉計画・第６期介護保険事業計画及び座

間市障害者計画・第四期障害福祉計画の策定について アンケートの
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結果報告について」担当からの説明を願います。 

≪福祉長寿課長寿係長説明≫資料⑴～⑸に基づき説明 

・ アンケートは次期計画策定の基礎資料として①市民の保健福祉に

関する実態及びニーズの把握、②介護サービス事業提供事業者及び

ケアマネージャーの介護保険サービスや予防事業の実施についての

意向並びに取組みの状況の参考聴取を目的に行った。 

・ 回収率は６３．９％ 

・ 経年変化を見るため、同様の設問を設置したが、新たに次の項目

を設置した。 

① 認知症の周知度や理解について 

② 看取りの意識について 

③ 災害時や緊急時の対応について 

④ 権利擁護等についてのうち、市が行う成年後見利用支援事業の

使用について 

・ アンケート調査結果の意識・意向からみた課題として、主に次の

ことが認められた。 

① 一般高齢者の、自身や配偶者の健康への関心は高く、健康で生

きがいを感じている方が多い。本人の主体的活動が介護予防等に

つながるような支援が求められている。 

② 一般市民の近隣との交流が希薄となってきており、生活支援サ

ービスの増が見込まれる中、世代を超えてともに支え合う地域づ

くりが求められている。 

③ 在宅サービス利用者について、自宅と施設の両方を利用し、在

宅で介護を受けたいという希望がもっとも多くなっており、その

ための支援が必要となっている。 

④ 施設利用者は介護者がいない方が最多。家族等の存在が在宅介

護を続けるポイントであることが分かる。 

⑤ 事業者は人材育成や専門職の確保が継続的な課題となってい

る。 

⑥ 主治医との連携が取れている事業所が前回調査より減ってお

り、在宅医療と介護の連携が必要となっている。 

・ 地域包括ケアシステム（介護、医療、生活支援・介護予防が一体

的に提供されるシステム）を団塊の世代が７５歳以上になる２０２

５年までに構築することが求められている。第６期計画から具体的

に盛り込んでいくこととなる。 
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（会長）以上、説明がありましたが、御意見、御質問はありますか。 

（長谷川委員）地域包括ケアシステムの中で要介護１～２を助けていく

ボランティア人材が不足していくと考えられていますが、ポイント制

を与えるなどの考えはあるでしょうか。 

（介護保険課長）ボランティアは必要だと考えています。どのようにそ

ういった人材を生かしていくか考えていかなければならないと思いま

す。ポイント制等の支援についても、第６期介護保険計画の策定に当

たって検討していくことになると思います。 

（健康部長）ポイント制には様々課題があります。例えば、ポイント等

により金品に転嫁されることで、従来のボランティアの方がやりにく

いと感じることがあります。あくまで議題として提示し、今後そうい

った課題も含めて導入するか否か検討するという形になろうかと思い

ます。 

（中川委員）介護サービス提供事業者の地域密着型サービスへの新規参

入意向が１割ということですが、ニーズに対して、１０％しかないの

か、事業者全体に対して単純に１０％なのか、どのように考えている

のでしょうか。 

（福祉長寿課長）事業者の中で地域密着型サービスへの新規参入意向が

１０％ということになります。 

（中川委員）これについては多いのですか。少ないのですか。 

（介護保険課長）評価が非常に難しいものです。今後、庁内ワーキング

グループ等で議論していきます。その中で、必要があれば他市の状況

等を確認し、評価していくこととなると思います。 

（会長）緊急時の支援体制の充実が求められていますが、１０％しか新

規参入意向がない中で、求められることに対応できますか。そして、

「充実が求められる」とは具体的にどういうことをおっしゃっている

のでしょうか。 

（介護保険課長）国の方では、２４時間支援体制のある地域密着型の施

設が各保健福祉事務所内に１箇所は必要とされています。現在、市内

にそういった施設がございませんので、この充実というのはその１箇

所を設置していく必要があるという事であります。 

（健康部長）このアンケート調査の結果として、ニーズに対して参入意

向が１０％という数字をどのように考えるかということは非常に重要

なことです。この数字を受けて、２４時間支援体制や在宅介護、地域

密着型サービスを充実していく手法等を検討していくことを考えてい
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ます。 

（北原委員）最後を迎える場所の希望として在宅サービス利用者、一般

高齢者、一般市民と比較してみると、高齢になったり、さらに介護が

必要になったりしてくると施設を希望する方が増えてきています。一

方で、２０２５年に亡くなる高齢者が増えてくると、施設がいっぱい

になってしまうのが現実です。これを、最後を迎える場所は自宅でと

いう仕組みに変えていかないと、保健福祉医療の分野は成り立たなく

なってきます。理想の最後は自宅でも、現実は難しいという現状を変

えていかなければならないということです。そのためには、介護予防

等で要介護にならないのも一つですが、生活支援等が問われてきま

す。 

そこで、今後の死亡者増加の推計や、７５歳以上高齢者の増加率等

は把握しているのでしょうか。 

座間市は特にここ数年で高齢化率が上がってきていますので、そう

いった自治体では、急激に死亡率が増加する傾向にあります。今後の

地域包括ケアシステムの構築についても、地域の理解を得ながら行っ

ていかなければいけない課題ということで、皆さんと情報を共有して

おきたいと思います。 

（会長）ありがとうございました。それでは一度、次の議題に移らせて

いただきます。続いて「⑵ 座間市障害福祉計画・第四期障害福祉計

画の策定について アンケート結果の報告について」担当から御説明

願います。 

≪障がい福祉係長説明≫資料⑹～⑽に基づき説明 

・ 障害者の増加率が、人口の増加率を上回っており、毎年増加して

いる状況である。 

・ 障害者手帳を所持する方にアンケートを実施した。アンケート回

収率は５５％。 

・ 今回のアンケートでは、差別に関する項目を追加した。身体障害

への理解が進む一方で、知的・精神障害への理解は遅れている。 

・ 就労支援の相談窓口が求められている。 

・ 自分一人で避難できないとする方が５割弱いる一方で、災害時要

援護者リストへの登録希望は最大でも３割強と低くなっている。理

由として、個人情報への不安が見られる。 

・ 各障害の区分のニーズに応じたサービスの充実が求められる一方

で、相談窓口の充実は共通して求められている。 
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・ 障がい福祉の課題として、大きく①地域移行の基盤整備、②安

全・安心の確保、③サービス・教育環境の充実が挙げられる。 

・ 障害者の権利に関する条約批准に伴い、全庁的な取組みを行って

いく必要がある。 

（会長）はい、ありがとうございます。皆様から御意見、御質問等はご

ざいますか。 

（長谷川委員）防災減災について、一時避難所はあるようですが、福祉

避難所（介護の必要な高齢者や障害者など一般の避難所では生活に支

障を来す人に対して、ケアが行われるほか、要援護者に配慮したポー

タブルトイレ、手すりや仮設スロープなどバリアフリー化が図られた

避難所のこと。）の計画はあるのでしょうか。 

（障がい福祉係長）市の防災計画では、一般避難所に一度避難していた

だき、その後、二次避難所として障害福祉施設（もくせい園、通園セ

ンター）やコミュニティーセンターや公民館等を福祉避難所にするこ

ととされています。 

障害者の方からは、障害に合わせた防災訓練をやって欲しいという

要望が出ていますが、実現できていないのが現状です。 

（北原委員）国の方で、例えば、避難者支援の計画を作るということが

言われていますが、状況はいかがでしょうか。 

（障がい福祉係長）本来であれば個別支援計画まで作成しなければなら

ないところですが、進んでいないというところが現状です。地域の

方々と連携して進めていかなければならないと考えています。 

（北原委員）災害時に避難行動はとれないが、個人情報保護に不安があ

ることから援助を引き出せないということは非常に残念。災害時以外

での個人情報保護を担保する方法が必要となりますので、そうした仕

組みを組み上げて御理解いただくことができないか、というところで

すね。 

もうひとつ、障害者の推計の中で、将来の障害者数の推計が示され

ておりますが、その中で精神及び知的が伸びてきています。今後、歳

出として、市の負担が大きくなってくるのはどういった部分でしょう

か。 

（障がい福祉係長）現在は、居宅介護サービス、生活介護、移動支援サ

ービス、日中一時支援事業、就労移行、就労継続支援Ａ・Ｂ型が歳出

として大きくなっています。知的・精神障害者の方は、日中、主に生

活介護や就労継続支援Ａ・Ｂ型に通われていることが多いようです。 
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（北原委員）いずれにしても施設の中ではなく、生活の場や就労の場に

出ているということですね。こういった障害者の方が生み出している

価値として、何らかの形で社会の中で評価されて見合うものが返って

くればうれしいと思います。 

（障がい福祉係長）障害者優先調達法により、市では優先的に障害者施

設で物品を購入しています。その他には、ざまりんグッズの開発など

様々な方法があると思いますが、現状では上手く就労しても生活でき

るほどの収入に結びついていない状況です。 

（北原委員）知的障害者の数が増えていますが発達障害の方が増えてい

るという理解でよろしいのでしょうか。 

（障がい福祉係長）このデータは手帳を取得している方を集計していま

す。発達障害の場合は、手帳を取得しない方が非常に多いので、厳密

に言えば含まれていないということになります。 

（北原委員）私もサニーキッズさんをよく見せていただいていますが、

ここ１、２年でサニーキッズの中でも身体障害児がぐっと減って発達

障害の方が増えてきています。実感としては発達障害の方が増えてき

ているのかなというところですが、これがこのデータの中に含まれて

いないということになると、今後、対策を考えていかないとならない

ことだと思います。 

（会長）御意見、御質問は以上でよろしいでしょうか。それでは、「⑶

その他」について、事務局から説明をお願いします。 

（事務局）生活困窮者自立支援制度及び地域福祉計画について御説明さ

せていただきます。 

≪事務局説明≫資料⑿に基づき説明。 

・ 生活困窮者自立支援法に基づき、第２のセーフティーネットの位

置づけとして、生活保護にならない生活困窮者（失業者、多重債務

者、引きこもり、中途退学者など）を支援していくこととされた。 

・ 必須事業２事業と任意事業４事業がある。必須事業の、自立相談

支援事業、住宅確保給付金を平成２７年４月１日から行わなければ

ならない。 

・ 市として事業実施の位置付けを明確にするため、全庁横断的な委

員会を立ち上げ、指針を作成していく。 

・ 生活困窮者自立支援制度については、地域福祉計画に盛り込むこ

とが求められているため、第三期座間市地域福祉計画（平成２８年

～３２年）に統合する。 



- 8 - 

・ 第三期座間市地域福祉計画については、現在、計画策定に必要な

アンケート調査実施するための準備を進めている。今後、アンケー

ト結果を本委員会に報告する。 

（事務局）意見報告用紙を用意しました。それぞれ様式が別にございま

すので、９月５日（金）までに御意見をいただきますようお願いしま

す。本日及び意見報告用紙でいただいた御意見については、計画の素

案策定に活用させていただきます。次回会議では両計画共に素案を御

提示させていただく予定です。日程としては１１月上旬を予定してい

ます。確定しましたら、また改めて通知差し上げます。 

（田中委員）今回、アンケート調査の結果の御説明をいただきました

が、この状況で、委員用意見用紙を提出するというのは非常に難しい

です。できれば、素案ができてからの方が意見を出しやすいと考えて

います。 

（健康部長）前回の計画策定の際にいただいた御意見を基に、今回は庁

内ワーキンググループ、検討委員会と同じ資料、説明をさせていただ

いています。ワーキンググループ、検討委員会でも同じ条件の中で、

今後、議論されていきます。その中でいただいた意見と今回委員の皆

様にいただいた意見を全て検討した上で素案を作成させていただきま

すので、必ず素案は御提示させていただきます。 

（会長）他に何かございませんか。それではこれで議事を終了します。 

（事務局）それでは、閉会させていただきます。長時間の御審議ありが

とうございました。 

 


